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Ⅰ 新都心(仮称)小学校校舎及び水泳プール新設工事(1工区建築) （建築工事課） 

 

 学校建築におけるシックスクール症候群対策について 

学校建築におけるシックハウス対策が建築基準法でも規制されるようになり、また文部科学省の「学校

環境衛生基準」でも濃度測定が必要となっている。当該設計図特記仕様書においても有害物質対策として

合板、塗装等のＶＯＣ（揮発性有機化合物）を含まない材料の採用が配慮されている。施工中の木工事に

おいて一部掲示板下地において合板使用が見受けられたが、今後は具体的に濃度指針値、測定方法、削減

策等の特記事項について「ＶＯＣ削減特記仕様書」を基に、より充実した施工管理に留意されたい。 

 

措置状況 

建築工事課におけるシックスクール症候群対策は、平成１５年度に作成した「化学物質による室内空気

汚染対策特記仕様書」に基づき対応しているところであるが、今後は、より具体的な室内化学物質の削

減・除去対策を実施するため、平成１７年度に「使用材料の選択」及び「施工方法」を位置づけ、現在の

「化学物質による室内空気汚染対策特記仕様書」をより充実したものにする。 

 

 設計等委託業務の契約約款の条項見直しについて 

 建築物・工作物等の設計では知的創作が伴う著作権の設定が必要な場合がある。那覇市業務委託契約約

款において著作権に関する見直しが未だ出来てない状況にある。著作物を守る「著作人格権」（他人に譲

渡できないもの）は著作物の公表や著作物の改変など無断で利用されないよう法律で制限しているが、著

作権の及ぶ範囲を成果物の引渡しに際し明確にしておく必要がある。また、設計委託時に著作権（知的所

有権）が設定されている設計図面のＣＡＤデータを請負業者に貸与する時には不正利用や部外流出防止の

ため、借用書等を提出させ注意を促す必要がある。国、県において既に規定している「公共工事設計業務

等委託業務契約約款」を参考に、知的所有権に関する業務委託契約約款の条項見直しについて検討された

い。 

 

措置状況 

 現在の業務委託契約約款の改正を行い、著作権については、国の「公共工事設計業務等委託業務契約約

款」を参考に、「著作権の帰属」、「著作物等の利用の許諾」、「著作者人格権の制限」、「著作権等の

譲渡禁止」、「著作権の侵害の防止」等の規定を定め、知的創作が伴う建築物や工作物等の設計の委託に

おける著作権について条文の整備を図り、著作権の及ぶ範囲等を明確にすることとし、平成 17 年 4 月 1

日から施行する。 

 

 建築工事監理業務委託について 

当該工事の工事監理業務と設計業務が同一業者に委託されている。建築工事監理業務委託契約について

は国土交通省通達（平成１３年２月）の委託方針「原則、設計業務の受注者と異なる者と契約すること。

原則、工事監理業務の管理技術者は設計業務の管理技術者と別の者とすること。」にあるとおり、委託業

務の透明性や客観性から、また品質確保の観点から第三者性を確保するのが適切とされており、見直しに

ついて検討されたい。 

 

措置状況 

那覇市における「工事監理業務」の委託発注については、業務を円滑に且つ適正に執行するための一連

の業務であるとの従来の考え方に基づき、「設計業務」と同一業者に委託しており、その委託料算定につ

いては、沖縄県土木建築部発行の「設計料算定基準」を運用している。現在、沖縄県も従来どおりの発注
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方式を採用しており、品質確保等の観点から第三者性を導入することを目的として平成１３年から国土交

通省が採用しているいわゆる「第三者監理方式」を実施していない。そのため、「設計料算定基準」につ

いてもこれまでどおり「設計業務」と「工事監理業務」だけの算出方法となっており、第三者監理業務を

実施する場合の算定方法が明確化されていない。また、国の方では現在、「第三者監理方式」を採用して

いるが、これまでの実施の過程において問題点が指摘され、見直し要望等の動きもある。なお、実施にあ

たっては契約約款や仕様書等を新たに定める必要性があることから、関係部署も含めた全庁的な対応が必

要であり、国県の動向等を見極めながら対応していきたい。 

 

 

Ⅱ 首里石嶺町地内送配水管布設替工事（水道局工務課） 
 

 現場代理人、主任技術者、施工管理状況について 

当該工事においては施工管理（工事状況写真の目的が不明）、安全管理（資材置場の出入口の管理、雨

天時の配管資材へ土砂跳入がみられる）には多くの施工体制不備が見受けられる。建設工事請負契約約款

には現場代理人、主任技術者を定めて工事現場に常駐・専任するように定められており、請負工事に関す

る全てのことを把握し適正かつ円滑に施工しなければならない。監督職員は設計書、契約書、図面、仕様

書及び関係法規を十分理解するとともに、常に請負者の管理状況及び工事現場の実態を把握し、工事が完

全に施工されるよう指揮監督に留意されたい。 

 

措置状況 

現場代理人、主任技術者には工事を円滑に進めるべく、工事に関する全てのことを把握するよう指導し

ます。現場管理にも常に注意を払い、現場での整理整頓を徹底させます。 

 

 相指名業者の下請形態について 

当該工事の下請負業者は相指名業者が届出られ実際に工事を行っている。「公共工事入札・契約適正化

法」からも公正・透明で競争性の高い市場を求められており、昨年度も指摘したところであるが改善の跡

が見受けられない。相指名業者への下請は談合の温床となりやすいことや事前に利益供与の意図があった

のではないかと推測されたり、丸投げを助長させ、疑念を抱かせることにより信頼を失う基になる。建設

工事の適正な施工の確保について、不適切な下請契約を締結させないよう厳重に注意されたい。 

 

措置状況 

今回、不適切ではないかと思われる、相指名業者の下請参加がありましたが、今後は適正化要綱による

チェックを的確に行ないたいと思います。 

 

 配管技能者の指定について 

当該工事において配管技能者は指定されていない状況にある。工事標準仕様書にあるとおり、管布設作

業に従事する配管技能者は、豊富な実務経験と知識を有した者でなければならない。また、工事施工に当

たり必要な安全管理者、各作業主任者、保安要員、交通整理員、現場代理人等が容易に識別できるような

腕章の常時着用が義務づけられている。監督職員は設計書、契約書、図面、仕様書及び関係法規を十分理

解するとともに、常に請負者の状況及び工事現場の実態を把握し、工事が完全に施工されるよう指導監督

の徹底に努められたい。 

 

措置状況 

管布設作業には、豊富な実務経験と知識を有した配管技能者に従事させます。また、現場に於いては腕
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章を常時着用するよう指導監督します。 

 

 

Ⅲ 平成 15 年度天久公園整備工事（土木 6）（花とみどり課） 

 

 設計等委託業務の契約約款の条項見直しについて 

 建築物・工作物等の設計では知的創作が伴う著作権の設定が必要な場合がある。那覇市業務委託契約約

款において著作権に関する見直しが未だ出来てない状況にある。著作物を守る「著作人格権」（他人に譲

渡できないもの）は著作物の公表や著作物の改変など無断で利用されないよう法律で制限しているが、著

作権の及ぶ範囲を成果物の引渡しに際し明確にしておく必要がある。また、設計委託時に著作権（知的所

有権）が設定されている設計図面のＣＡＤデータを請負業者に貸与する時には不正利用や部外流出防止の

ため、借用書等を提出させ注意を促す必要がある。国、県において既に規定している「公共工事設計業務

等委託業務契約約款」を参考に、知的所有権に関する業務委託契約約款の条項見直しについて検討された

い。 

 

措置状況 

 現在の業務委託契約約款の改正を行い、著作権については、国の「公共工事設計業務等委託業務契約約

款」を参考に、「著作権の帰属」、「著作物等の利用の許諾」、「著作者人格権の制限」、「著作権等の

譲渡禁止」、「著作権の侵害の防止」等の規定を定め、知的創作が伴う建築物や工作物等の設計の委託に

おける著作権について条文の整備を図り、著作権の及ぶ範囲等を明確にすることとし、平成 17 年 4 月 1

日から施行する 

 

 

Ⅳ 真嘉比古島第二街路及び整地工事(その 3) （真嘉比古島区画整理事務所） 

 

 特定建設作業の届出について 

当該工事現場においては隣接する建物の軒先まで掘削してプレキャスト擁壁の設置工事があり、低騒

音・低振動型建設機械を使用されている。騒音振動対策技術指針等、関連法令並びに仕様書の規定を遵守

の上、騒音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題について、施工計画及び工事実施の各段階に置いて十分

に検討し、周辺地域の環境保全に努めなければならない。施工状況から基準値以上の騒音振動が発生する

ことも考慮して特定建設作業の届出を提出されるよう、監督員及び請負業者のさらなる施工管理に留意さ

れたい。 

 

措置状況 

区画整理事業では、工事現場に隣接する建物の軒下まで掘削してﾌﾟﾚｷｬｽﾄ擁壁を設置する工事

があり、低騒音・低振動型建設機械の使用を規定している。騒音・振動等については施工計画

及び工事の実施段階において十分に検討し、周辺地域の環境保全に努めているところであるが、

施工状況から基準値以上の騒音振動等が発生することも考慮して特定建設作業の届出の提出を

指導してまいります。なお、特定建設作業届出については、那覇市環境部環境保全課に平成１

６年１１月２２日付け提出済みであります。 

 

 工期の遅れについて 

当該工事の進捗状況は計画６４％、実施３０％となっている。進捗状況遅れの主な要因は地権者の仮換

地変更による工事着手の遅れと、度重なる台風襲来によるとの説明であるが、建設工事請負約款第２１条
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（乙の請求による工期の延長）は天候不良、関連工事の調整への協力等、請負者の責に帰すことが出来な

い事由によるものは工期の延長変更に対処しなければならない。しかしながら、工事の進捗状況に影響す

る権利関係の処理、建物移転等、諸問題は発注者側で工事工程に影響のないように解決しておかなければ

ならない。請負者にとっては工期が延長することにより無駄な諸経費の支出が発生することになる。当工

事が工期内に完了出来るように施工体制の強化を図り、今後は工事の発注時期に当たっては十分留意され

たい。 

 

措置状況 

本工事は、地権者からの換地変更等の調整に時間を要し、11 月末の工事進捗が大幅な遅れとなった。

工期の遅れについては、施工体制の強化を図るとともに、工事期間を平成 17 年 1 月 21 日から平成 17 年

3 月 22 日に変更を行い、平成 17 年 2 月末現在の進捗率は、計画 89.8%に対し、実施 90.5%となり、

+0.7%の進捗となっています。なお、今後の工事発注につきましては、支障物件及び権利関係等の諸問題

を解決し、工事が円滑に進捗できるように努めていきます。 

 

 

Ⅴ 16 工区識名地内公共下水道工事（下水道建設課） 

 

施工計画書のチェックについて 

当該工事では推進工法に伴う坑口薬液注入作業があり、薬液注入の影響を受ける立坑の排水管理（排水

基準値の遵守と暫定指針による水質汚濁防止処置）、突発的な事故への対応等について施工計画書には重

要事項の記載が殆ど記載されていない。環境対策については関連法令並びに仕様書の規定を遵守の上、騒

音、振動、大気汚染、水質汚濁等の問題については、施工計画及び工事の実施の各段階において十分に検

討し、周辺地域の環境保全に努めなければならない。また、供用中の道路に係る工事の施工にあたっては、

交通の安全について、監督職員、道路管理者及び所轄警察署と打ち合わせを行うとともに、道路標識、区

画線及び道路標示に関する命令、道路工事現場における標示施設等の設置基準及び道路工事保安施設設置

基準に基づき安全対策を講じなければならない。建設現場の事故については常日頃の安全管理怠慢から発

生するものであり、監督職員、請負者は工事現場はもちろんのこと隣接する地域の安全管理及び環境保全

に十分留意されたい。 

 

 措置状況 

 施工計画書は、契約書類に規定された工事目的物を、工期内に適正で安全に施工するための、工事の進

め方・施工方法・施工手段等の計画内容を明らかにし、工事着工前において発注者の承認を得る必要があ

ります。従って、その計画内容が関係法令や基準等を遵守しているか、又、それが工事実施の各段階にお

いて、安全で適正に実施されることになっているかは重要な事項でありますので、今後は発注者として、

その内容に問題又は見落としがないか等について慎重にチエックし、問題が生じないよう充分な対応をし

ていきます。 

 なお、ご指摘のことについて現場での施行状況、又、対応策等は次のとおり実施を致しました。 

指摘の第一点目、推進工法の坑口薬液注入に伴い、その影響を受けやすい立抗の排水管理（排水基準値

の遵守と暫定指針による水質汚濁防止処置）の関係について。 

施行計画書では、薬液注入材の選定及び注入工法等について規定、懸濁型水ガラス系薬液である珪酸ソ

－ダを使用することにし、水質管理についてはＰＨ測定をしながら水質管理することを明示しています。 

現場での水質管理方法としては、専門業者へ依頼することにし、立抗付近に水質管理用の観測井戸

（穴）を設け、地下水を採取のうえ国土交通省の通達に基づいた水質管理方法のＰＨ測定を行い、測定結

果を記録し測定値に異常が発生してないかその状況を管理すると共に、必要に応じ現場立会や指導等を実
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施しました。その結果、測定値は全て基準値内であり、異常はありませんでした。今後は、関係法令や基

準等に規定された水質管理方法、試験関係が施行計画書の中で反映され、また内容が適正か等について慎

重にチエックし、尚一層環境対策関係に努めると共に、業者への指導管理についても徹底していきます。 

指摘の第二点目、突発的な事故への対応等について。 

安全管理関係については、施工計画書の中で規定している、安全管理計画（安全衛生委員会・活動方

針・基本的実施事項）、緊急時の体制及び対応（緊急連絡表）、交通管理（資材運搬車に対する安全対

策・車両出入り口の安全対策・交通安全対策）等に基づき、現場の安全管理に努めてきました。又、到達

立坑のある箇所（県道）の施行については、道路管理者と協議した道路占用許可条件を、道路使用許可に

ついては管轄警察署と協議した道路使用許可条件に基づき、安全管理について十分配慮すると共に、緊急

対策用資材として砂、アスファルトを現場に常備することや、歩行者、一般車両等への安全対策を十分確

保するよう心掛けながら施工してきました。今後は計画書の中で、安全対策関係が十分反映され内容が適

正か等について、慎重にチエックし尚一層安全管理に努めると共に、業者への指導管理についても徹底し

ていきます。 

 

 監督職員技術の向上について 

 当該工事は技術経験の少ない推進工事であるが、発注者の責任範囲として適切な監督業務を行うことが

求められている以上、行政的技術判断をしなければならないことが多くあり、技術職員としての技術レベ

ルの向上が必要である。個人的技術の研鑽に努められ、適切な施工管理に当たられるよう努力されたい。 

 

措置状況 

監督職員技術の向上について、土木建設技術が日進月歩で技術革新している今日、特殊技術や特殊工法

に対しても、行政として最良な判断能力が発揮ができるような技術レベルの向上に向け、切磋琢磨して職

務遂行能力を高める為に、日頃からの努力が求められています。これまで、日常業務の技術向上について

は、下水道事業団や関係団体主催の研修に参加する等、各関係業務に必要な技術向上を念頭に、日頃から

努力することを心がけ業務を推進してきたところであります。今後は、発注者として尚一層職務遂行能力

を高め、責任範囲が適切に発揮できるよう努力すると共に、業者への指導についても徹底していきます。 

 

 建設工事計画届について 

当該工事は立坑深１０ｍ以下、土圧式推進工法であることから労働基準監督署への届出をしていないと

のことであるが、公共工事に関する各種法令の適用については、発注者側、請負業者側とも当然に理解し

て遵守するべきものである。特に下水道工事では人命に関わる重大な事故が発生しており各関係機関と十

分調整して各種申請については徹底管理して指導監督に努められたい。 

 

措置状況 

当初は、本工事が土圧式推進工法で、推進機を使用した機械推進であり、人間が推進抗内に入ることが

無いとのことで、労働基準監督署へは未届出でありました。その後、労働基準監督署と再調整をした結果、

人間が入抗しない場合でも入抗する可能性がある場合は届出が必要とのことになり、早速、関係書類を作

成のうえ建設工事届出を提出しました。建設工事届出については、本格的な推進工事が始まる前に受理さ

れることになりましたが、今後は、施工に関連する届出について、関係機関と調整の上、関係法令や基準

等の規定が遵守されているか等を十分チエックし、早期の届出を心掛けていきます。 

 

 発進立坑鋼矢板について 

発進立坑鋼矢板の変形については薬液注入による周辺地盤の膨張による影響が生じたことによるとの説

明を受けた。当該発進立坑に事故が発生した場合の周辺地域に与える影響は計り知れないものがあり、土
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木工事安全施工技術指針、建設機械施工安全技術指針、建設工事公衆災害防止対策要綱等を参考に、常に

工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らなければならない。また、作業員全員の参加による

安全訓練等の実施について確実に実施していただきたい。なお、施工期間中の安全管理には十分注意し、

点検員を配置し定期的に点検を行い、周辺地盤・地下水位等に異常が発見された場合は直ちに事故防止の

ための措置が講じなければならない事は当然のことであるが、今後の作業に当たっては矢板切断時の土砂

崩壊など緊急事態に対処できるよう、安全な施工管理を実施するうえから専門家の助言診断を求められる

よう努められたい。 

 

措置状況 

推進工法の抗口工では、現場の地下水及び土質条件等により、抗口部分に薬液注入し抗口を安定させ、

地下水の侵入や土砂崩壊等を防止し、抗口の安全確保を図る必要があります。本現場においても、土質調

査結果に基づく設計報告書により、薬液注入の必要性や必要量、施工方法等が決定され、それに基づき現

場で薬液注入の施工をしました。施工においては、二重管ストレ－ナ－単相式工法によりＡ液・Ｂ液を別

系統で注入管先端まで送り混合して地盤内に注入する方法で施工しました。その効果は数秒から数十秒間

で見られますが、薬液注入効果による周辺地盤の影響への配慮不足から生じたと考えられる、鋼矢板の変

形が発生してしまいました。その後の対策としては、鋼材専門業者及び設計コンサルタントの意見を聞く

と共に、施工に当たっては、発進立抗の鋼矢板打ち込み終了後の土砂掘削後であった為、早急に基礎コン

クリ－ト工事を施工しました。又、抗口部矢板の鏡切りについては、抗口リングの設置（鋼矢板と抗口リ

ングを溶接）し、抗口コンクリ－ト工事の施工した後に、安全確認をしながら十分注意し慎重に施工した

結果、無事に工事を完了することができました。 

今後の同種工事の施工においては、薬液注入効果による周辺地盤への影響に配慮すると共に、目視しな

がら十分注意し慎重に施工していきます。又、今後は尚一層安全管理に努めると共に、業者への指導管理

についても徹底していきます。 
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